
証券コード 4664
平成27年６月11日

株 主 各 位
東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル９階

代表取締役社長 金 井 宏 夫
　

第45回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第45回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の議決権の代理行使の勧
誘に関する参考書類をご検討いただき、同封の委任状用紙に賛・否をご表示いた
だき、ご押印の上、折返しご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

　

１. 日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
　 (受付開始は午前９時30分です)

２. 場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階
　 コンファレンスルーム「Room４」
(ご来場の際は、末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください)

３. 会議の目的事項

報告事項 １．第45期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第45期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役８名選任の件

第４号議案 監査役３名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件

第６号議案 退任取締役への退職慰労金贈呈の件

　各議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」32頁か
ら36頁に記載のとおりであります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。
◎事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項に修正が生じた場合には、インターネット上

の当社ウェブサイト(http://www.trsc.co.jp/)に、修正後の内容を掲載させていただきますの
でご了承ください。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項
　

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日本銀行の金融政

策による円安・株高、東京オリンピック開催の決定等を背景とした企業における生産

活動の緩やかな拡大に加え、個人消費や輸出の持ち直し等により緩やかな回復基調と

なりました。しかしながら一方では、円安に伴う原材料価格の上昇、消費税の増税に

伴う消費マインドの低下、更には、新興国をはじめとする海外経済の減速等、不安材

料が存在し、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　また、当社グループを取り巻く環境でも、企業間競争の加速や、長引いた経済不況

に起因するお客さまからのコスト削減要請等が続いている状況にあることから、厳し

い状況で推移いたしました。

　こうした状況のもと、当社グループは引き続き「お客さま第一主義」に徹した経営

姿勢を貫き、業務品質の向上に取り組むとともに、お客さまのニーズに合った提案型

営業を推進し、更なる原価管理の徹底、並びに販売管理費の削減に努めてまいりまし

た。

　この結果、当連結会計年度におきましては、売上高は54億1,497万円（前年同期比

2.9％増）、利益面につきましては、経常利益は7,876万円（前年同期比29.3％増）とな

りましたが、当期純利益につきましては、税制改正による繰延税金資産の取崩し等に

より5,086万円（前年同期比16.4%減）となりました。

　セグメント別の概況は次のとおりであります。

【建物総合管理サービス事業】

　建物総合管理サービス事業につきましては、企業間競争やお客さまからのコスト削

減継続に加え、従前より建設業界及び飲食業界等において懸案となっております人材

不足と高齢化が、同様の問題として顕著に現われ、人材の確保におきましても、厳し

い状況で推移いたしました。

　このような状況のもと、収益の向上に向けた既存先のセキュリティ強化の提案と、

新規のお客さまへの継続的な営業推進により、主力業務である警備業におきましては、

複数の臨時業務や提案による仕様増に加え、新たな常駐契約を受注いたしました。ま

た、工事業におきましては、シャッター等の大型改修工事や外壁等の修繕工事を受注

し、業績に大きく寄与することができました。

　費用面におきましては、徹底した労務管理及び外注管理によるコスト削減を図って

まいりましたが、人材の新規採用に伴う募集費用等に加え、更なるサービス品質向上

に向けた教育訓練等を実施したことが、コストを押し上げる要因となりました。

　この結果、売上高は41億4,859万円（前年同期比1.2％増）となりましたが、セグメ

ント利益は3億6,074万円（前年同期比4.8％減）となりました。
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【人材サービス事業】

　人材サービス事業につきましては、企業の景況感改善から、有効求人倍率や完全失

業率等の各指標も持ち直し傾向となり、市場における企業の新規雇用に対する需要も

復調してまいりました。

　当社におきましても、既存のお客さまからのニーズは高まりつつあるものの、一方

では賃金の上昇や求人の増加等により、登録スタッフの確保が困難な状況が継続して

おります。

　このような状況のもと、お客さまに密着した深耕開拓、関西・中部地区への営業強

化とともに、イベント運営受託の増加や、官公庁入札案件の受注、企業データ入力作

成業務の受注等、積極的な営業展開を進めてまいりました。

　この結果、売上高は11億7,898万円（前年同期比9.9％増）となり、セグメント利益

は3,595万円（前年同期比356.7％増）となりました。

【介護サービス事業】

　介護サービス事業につきましては、政府の成長戦略の一つとして、医療・介護分野

における雇用促進、生活支援サービスに係るインフラ整備等が掲げられておりました

が、競合の激化等、事業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループでは、居宅介護支援事業、訪問介護事業及び

介護認定調査業務を通して、お客さまにご満足いただけるサービスを提供するため、

サービス品質の向上に努めてまいりましたが、介護終了による利用者さまの減少が続

きました。

　この結果、売上高は8,738万円（前年同期比4.1％減）となりましたが、原価の削減

を徹底した結果セグメント利益は122万円（前年同期比430.4％増）となりました。
　

(2) 設備投資等の状況

　当期中に実施いたしました主要な設備投資の実施額は713千円であり、その主なもの

は次のとおりであります。
　

建 物 車 両 工具器具備品 構築物 ソフトウェア

千円 千円 千円 千円 千円

― 170 543 ― ―
　

(3) 資金調達の状況
　当期において、長期及び短期借入金の返済等に充当するため、金融市場の動向を注

視し、長期借入金により資金調達を行いました。

当期の主要な資金調達

区 分 金 額 （千円）

長期借入金 350,000
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(4) 財産及び損益の状況の推移
期 別

項 目

第42期
(平成24年３月期)

第43期
(平成25年３月期)

第44期
(平成26年３月期)

第45期
当連結会計年度
(平成27年３月期)

売 上 高 (千円) 5,253,322 5,189,017 5,264,491 5,414,972

経 常 利 益 (千円) 122,990 93,360 60,933 78,760

当 期 純 利 益 (千円) 75,984 83,340 60,858 50,863

１株当たり当期純利益 (円) 25.89 28.39 20.74 17.33

純 資 産 (千円) 1,056,336 1,163,376 1,238,775 1,257,739

総 資 産 (千円) 3,441,355 3,514,965 3,439,810 3,611,096

(注) 1株当たり当期純利益は、期中平均株式数（期中平均自己株式数を控除した株式数）に基づき算
出しております。

(5) 対処すべき課題
　今後の日本経済は、政府による経済対策の実施に加え、好調な企業業績を主因に平

成27年度の実質経済成長率がプラスに転ずるとの見通しに加え、大企業を中心とする

賃上げや賞与の増額により、概ね堅調に推移することが見込まれております一方、材

料費、人件費の上昇による企業収益の圧迫、並びに海外における不安定な政治情勢に

よる経済不安等、経営環境は不透明な状況が続くと思われます。

　このような環境下におきましても、当社は品質の高いサービスを提供するために

ISO9001を活かした教育訓練を実施し、コスト管理体制を一層強化するとともに、

ISO27001に基づいた情報セキュリティの維持・向上を図り、業績の向上に取り組んで

まいります。

　建物総合管理サービス事業につきましては、多種多様なお客さまのニーズに迅速か

つ的確な対応を図ることで、お客さまとの信頼関係を強固にし、既存先への深耕開拓

営業による受注拡大に邁進してまいります。さらに、「2020年 東京オリンピック」の

開催に伴い、積極的な提案営業を実施し、主力である常駐警備や建物管理業の新規獲

得を進めてまいります。

　人材サービス事業につきましては、コンプライアンスを重視した営業活動を進める

とともに、お客さま・派遣スタッフ双方とのコミュニケーションを図る体制を強化し、

引き続き派遣業務並びにイベント業務の受託を中心に、深耕開拓・新規営業を推進し

てまいります。

　介護サービス事業につきましては、増大する社会保障費用への対策として、４月か

ら法改正により更なる介護報酬の削減が行われました。このような状況のもと、平成

27年度におきましては、新規事業所の開設を計画するとともに、定期的な研修の強化

による従業員の更なるレベルアップを図り、お客さま支援の充実と業績拡大に取り組

んでまいります。

　株主の皆さまには、なお一層のご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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(6) 重要な子会社並びに企業結合等の状況
　重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の持株比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ア ー ル ・
エ ス ・ シ ー 中 部

愛 知 県
名古屋市

30,000
(千円)

100％ ビル管理業

日 本 船 舶 警 備 株 式 会 社
愛 知 県
名古屋市

30,000
(千円)

100％ 警 備 業

(7) 主要な事業内容
①警備保障業務

　オフィスビルから商業施設に至る施設警備、駐車場における交通誘導警備、イ

ベント会場・祭礼等の雑踏警備、防犯・防災システムの機械警備業務

②清掃業務

　オフィスビル・マンション・ショッピングセンター・病院・学校等、あらゆる

建物の床・ガラス・内外壁面・照明器具・上下水管・水槽等の清掃及び殺虫殺

鼠・植栽造園の業務

③人材サービス業務

　ＩＴ関係・ファイリング関係・機器操作関係・オフィス事務関係・営業・販売

関係等、それぞれの分野に適した人材を金融機関・民間企業等に派遣する業務、

有料職業紹介業務、各種イベントの企画・制作・運営業務

④設備管理業務

　建物の空調設備の運転・保守管理・電気設備・給排水設備の管理、建物の環境

衛生に関する調査点検、建物の営繕・機械設備システムの設置工事業務

⑤建築工事業務

　各種建築物の改修工事・補修工事・防水工事・内外装工事はじめ建築物のあら

ゆるプランニング及び工事に関する業務

⑥オフィスサービス業務

　建物の受付案内業務の他、エレベーターの運転業務・電話交換・館内放送等の

業務

⑦介護サービス業務

　公的介護指定事業者として、東京都の指定を受け要介護者に対し在宅訪問介護

サービス及び居宅介護支援等各種の介護サービス業務の提供並びに介護の関連業

務として高齢者宅のハウスクリーニング・バリアフリー化工事等の業務

⑧その他の業務

　マンションの管理並びに出納事務代行の業務、警備及び安全に関する教育・指

導・助言業務、不動産の売買及び仲介の業務
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(8) 主要な営業所等

　本店・支店

本 店 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号 サンシャインシティ

大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区高麗橋四丁目３番７号 北ビル

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区錦三丁目２３番３１号 栄町ビル

仙 台 支 店 宮城県仙台市青葉区一番町二丁目４番１号 仙台興和ビル

　子会社

株式会社アール・
エ ス ・ シ ー 中 部

愛知県名古屋市西区那古野一丁目１４番１８号

日 本 船 舶 警
備 株 式 会 社

愛知県名古屋市港区浜二丁目１０番１３号

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

358名 △5名

(注) 1. 当期末日の従業員数を記載しております。
2. 上記の他、パートタイマー等の臨時従業員は697名です。
3. 上記の従業員数には人材派遣スタッフ533名は含まれておりません。
4. 上記合計1,588名

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 額

千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 378,336

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 377,280

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 160,246

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 87,600

(注) 当期末日の借入金残高を記載しております。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 10,560,000株

(2) 発行済株式総数 2,934,986株(自己株式5,014株を除く)

(3) 株主数 852名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 サ ン シ ャ イ ン シ テ ィ 723,000株 24.63％

三 菱 地 所 株 式 会 社 183,000株 6.23％

株 式 会 社 テ ー オ ー シ ー 180,000株 6.13％

湯 淺 善 信 100,000株 3.40％

ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 従 業 員 持 株 会 95,700株 3.26％

環 境 整 備 株 式 会 社 95,000株 3.23％

ア ー ル ・ エ ス ・ シ ー 協 力 会 社 持 株 会 79,700株 2.71％

株 式 会 社 東 宝 サ ー ビ ス セ ン タ ー 71,000株 2.41％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 65,300株 2.22％

株 式 会 社 協 和 日 成 60,000株 2.04％

　 (注) 持株比率は、自己株式(5,014株)を控除し、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
（代表取締役）

重 安 宏

取 締 役 副 会 長
（代表取締役）

千 葉 春 彦

取 締 役 社 長
（代表取締役）

金 井 宏 夫

専 務 取 締 役 本 橋 正
経営企画部担当
(株)サンシャインシティ取締役

常 務 取 締 役 山 崎 淳

管理本部長兼総務部長兼関連企業担当
兼コンプライアンス担当
(株)アール・エス・シー中部取締役
日本船舶警備(株)取締役

常 務 取 締 役 太 田 和 孝 営業本部長兼営業推進部長兼ＰＦＩ推進事業部長

常 務 取 締 役 土 屋 利 秋
営業本部副本部長兼ビルマネジメント事業部長
兼介護事業部長

取 締 役 相 談 役 前 田 宏
弁護士
日本テレビ放送網(株)社外取締役

取 締 役 木 村 秀 幸 経営企画部長

常 勤 監 査 役 石 山 厚
(株)アール・エス・シー中部監査役
日本船舶警備(株)監査役

監 査 役 入 沢 和 雄 (株)サンシャインシティ常務取締役管理部長

監 査 役 村 上 清 正 　

(注) 1. 取締役前田宏氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保
することを義務付けている独立役員であります。

2. 取締役前田宏氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

3. 監査役入沢和雄氏及び村上清正氏は、社外監査役であります。
4. 平成26年６月27日開催の第44回定時株主総会において、専務取締役長岡重英氏が辞任し、取

締役に本橋正氏及び木村秀幸氏が就任いたしました。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（うち社外取締役）

10名
（ 1名）

　 93,714千円
（ 2,265千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

3名
（ 2名）

　 12,596千円
（ 4,531千円）

合 計 13名 　 106,311千円

(注) 1. 上記支給額には当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額14,090千円(取締役12,845千
円、監査役1,244千円)を含んでおります。

2. 上記支給額の他、平成26年６月27日開催の第44回定時株主総会終結の決議に基づき、役員退職
慰労金を退任取締役１名に対し12,873千円を支給しております。
なお、この金額には、当事業年度及び過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金
の繰入額12,497千円(取締役１名)を含んでおります。
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(3) 社外役員に関する事項

　① 取締役 前 田 宏

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　取締役前田宏氏は、日本テレビ放送網(株)の社外取締役を兼務しております

が、同社と当社との間に特別な関係はありません。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　取締役前田宏氏は、当期開催の90%の取締役会に出席し、主に弁護士としての

専門的見地から、当社の経営上有用な指摘、ご意見をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。

　② 監査役 入 沢 和 雄

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　監査役入沢和雄氏は、(株)サンシャインシティ常務取締役管理部長を兼務し

ております。(株)サンシャインシティは当社の関連会社であり、同社と当社と

の間には、警備、ビルメンテナンス業務の取引があります。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　監査役入沢和雄氏は、当期開催の70%の監査役会及び取締役会に出席し、主に

(株)サンシャインシティ常務取締役管理部長としての専門的な知識・経験等か

ら、必要に応じて発言をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。

　③ 監査役 村 上 清 正

(ⅰ) 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

(ⅱ) 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

　監査役村上清正氏は、当期開催の全ての監査役会及び取締役会に出席し、取

締役の職務執行状況を確認し、必要に応じて発言をいただいております。

(ⅳ) 責任限定契約の内容

　該当事項はありません。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 16,300千円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金
融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも
区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会社法第340条第１項に定める事由に該当する等、会計監査人の職務の遂行に支

障があると判断されるときは、会計監査人を解任または不再任といたします。

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制の整備

当社は、企業としての社会的信頼に応え、ＲＳＣグループ全体の企業倫理及び

法令遵守の基本姿勢を明確にすべく、コンプライアンス基本方針を定めます。

当社役員及び使用人は、これらを率先垂範し実践いたします。また、「コンプラ

イアンス担当取締役」を任命し、コンプライアンス推進の総括責任者として、全

社のコンプライアンス体制の整備・充実及び問題点の把握に努め、役職員がそれ

ぞれの業務運営の立場において、研修等を通じて、コンプライアンス意識の維

持・向上を図ります。

なお、コンプライアンス基本方針に「役員及び従業員は、反社会的勢力に対し

ては断固とした態度で対応する。」と定め、反社会的勢力に対しては、弁護士、警

察等の外部専門機関との連携強化を図り、組織的に対応することにより、反社会

的勢力との関係を遮断いたします。

(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の管理に関する体制の整備

当社の取締役の職務執行にかかる情報の保存並びに情報システムの信頼性等の

確保に関し、「文書管理規程」・「情報セキュリティ管理規程」・「情報システム管理

規程」に基づき、電磁的記録を含む文書その他重要な情報の作成、保管及び廃棄

等の取扱いを明確にいたします。

(3) 損失の危機に対処する規程その他の体制の整備

当社企業グループは、「リスク管理規程」に基づき、経営に重大な影響を及ぼす

リスクを迅速に認識し、その情報を共有するため、常勤の取締役及び監査役によ

って構成する「経営会議」において、リスク評価とその対応を検討いたします。

また、不測の事態が発生した場合には、顧問弁護士を含む外部のアドバイザー

とともに、迅速、かつ、適切な対応を行い、損害の拡大を防止し、損害を最小限

に止める体制を整えます。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の整備

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催する他、必要に応じて臨時取締役会を
開催いたします。取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、前述の
「経営会議」を毎月２回開催いたします。

当社は、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等の社内規程を整備し、各役
職者の権限と責任の明確化を図り、適正、かつ、効率的な職務の執行が行われる
体制を構築いたします。
業務の運営については、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画及び各年度予

算を立案し、全社目標を設定するとともに、各部門の担当取締役が当該部門の具
体的目標及び効率的に目標を達成するための方法を定めます。また、「経営会議」
において、担当取締役から業績のレビューと改善策を報告させ、具体策を推進い
たします。

(5) 当社企業グループにおける業務執行の適正を確保するための体制の整備

企業倫理・法令遵守の基本姿勢を示すコンプライアンス基本方針を当社グルー
プ各社に適用いたします。「コンプライアンス担当取締役」は、グループ各社の取
締役と連携し、グループ各社の内部統制の実効性を高めるための指導及び支援を
行います。
グループ各社の経営については、各社の自主性を尊重しつつ、関係会社管理規

程により、定時及び随時に各社の事業内容に関する情報を収集し、重要案件につ
いては事前協議を行う等、業務執行の適正を確保いたします。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制の整備

監査役が必要とした場合は、取締役会は、監査役と協議の上、監査役の職務を
補助する使用人を置くものといたします。なお、使用人が監査役を補助する間は、
当該使用人への指揮監督権は監査役に移譲することとし、取締役からの独立性を
確保いたします。

(7) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の整備

取締役及び使用人は、当社及びグループ各社の業務・業績にかかる重要な事項、
職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実の有無について監査
役に報告いたします。
また、常勤監査役は、当社の重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握

するため、取締役会に出席する他、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、
主要な稟議書その他の業務の執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取
締役または使用人に説明を求めます。
なお、監査役は、代表取締役及び監査法人と情報の交換に努め、互いに連携し

て、当社及びグループ各社の監査の実効性を確保いたします。

６．株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりませんが、敵対的でかつ、企業価値を損なう
と判断される買収に対し、例えば新株予約権の利用等による敵対的買収防衛策を
導入すべく検討してまいります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成27年３月31日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2,572,791

1,812,631

710,419

7,013

10,865

12,164

20,066

3,155

△3,524

1,038,305

477,505

100,968

364,693

11,843

54,245

47,121

7,123

506,554

164,280

84,607

62,636

192,802

2,227

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付に係る負債

役員退職慰労引当金

1,229,975

158,132

163,200

350,277

11,250

8,332

160,760

311,357

46,329

20,334

1,123,381

578,928

444,290

100,163

負 債 合 計 2,353,356

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

退職給付に係る調整累計額

1,207,607

302,000

250,237

657,130

△1,760

50,132

41,131

9,000

純 資 産 合 計 1,257,739

資 産 合 計 3,611,096 負債・純資産合計 3,611,096

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 5,414,972

売 上 原 価 4,591,802

　 売 上 総 利 益 823,170

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 747,312

　 営 業 利 益 75,858

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,214

受 取 配 当 金 3,465

不 動 産 賃 貸 料 収 入 1,438

保 険 返 戻 金 1,876

保 険 金 収 入 2,987

助 成 金 収 入 900

そ の 他 4,954 18,837

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,429

そ の 他 505 15,935

　 経 常 利 益 78,760

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 18

投 資 有 価 証 券 売 却 益 207

保 険 返 戻 益 13,797 14,022

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 92,783

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,774

法 人 税 等 調 整 額 35,144 41,919

少数株主損益調整前当期純利益 50,863

　 当 期 純 利 益 50,863

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 26 年 4 月 1 日 残 高 302,000 250,237 638,460 △1,760 1,188,937

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△17,518 △17,518

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

302,000 250,237 620,942 △1,760 1,171,418

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

当 期 純 利 益 50,863 50,863

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 36,188 ― 36,188

平 成 27 年 3 月 31 日 残 高 302,000 250,237 657,130 △1,760 1,207,607

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

千円 千円 千円 千円

平 成 26 年 4 月 1 日 残 高 25,159 24,678 49,837 1,238,775

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△17,518

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

25,159 24,678 49,837 1,221,256

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674

当 期 純 利 益 50,863

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

15,972 △15,677 294 294

当 期 変 動 額 合 計 15,972 △15,677 294 36,483

平 成 27 年 3 月 31 日 残 高 41,131 9,000 50,132 1,257,739

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

１． 連結の範囲に関する事項

　 子会社は次の２社であり、これらは全て連結されております。

　 (株)アール・エス・シー中部

　 日本船舶警備(株)

２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　 時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

　②たな卸資産

　 貯 蔵 品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定率法

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法の規定する方法と同

一の基準によっております。

②無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(3)重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。
② 賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担分を計上

しております。

③ 役 員 退 職 慰 労

引 当 金

役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。
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(4)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 特例処理の要件を充たしている金利スワップについて特例処理を採

用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

ヘ ッ ジ 方 針 金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っており

ます。
ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日におけ

る有効性の評価を省略しております。
②消費税等の会計処理

　 税抜方式によっております。

③退職給付に係る会計処理の方法

退 職 給 付 見 込 額 の

期 間 帰 属 方 法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度ま

での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており

ます。

数 理 計 算 上 の 差 異

及 び 過 去 勤 務 費 用 の

費 用 処 理 方 法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(６年)による定率法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(６年)による定額法により費用処理しておりま

す。
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５．会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」

という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月

26日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第

67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法

を見直し、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に対応する単一年数の債券利回りを基礎として決定す

る方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ

変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余

金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が27,219千円増加し、利益剰余金が17,518千

円減少しております。また、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響は軽微であります。

　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は５円97銭減少しております。また、この変更による１

株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

【追加情報】

(法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正)

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年

度から法人税率等の引き下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間

が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについて

は32.3％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が21,183千円減少し、当連結

会計年度に計上された法人税等調整額が23,219千円、その他有価証券評価差額金が1,592千円、退職給

付に係る調整累計額が444千円それぞれ増加しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】

　１．有形固定資産の減価償却累計額 329,553 千円

　２．担保資産及び担保付債務 　

担保に供している資産 建物 76,768 千円

土地 326,061 千円

　 借地権 47,121 千円

　 定期預金 383,353 千円

上記に対応する債務 1年内返済予定長期借入金 220,936 千円

長期借入金 350,000 千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式に関する事項

　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 2,940,000 ― ― 2,940,000

　
２.配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 14,674 5.00

平成26年

３月31日

平成26年

６月30日

　
　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会

普通

株式

利益

剰余金
14,674 5.00

平成27年

３月31日

平成27年

６月29日
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは設備計画及び運転資金の需要計画に照らして、必要な資金を調達しております。

　一時的な余資は主に流動性の高い金融商品で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調

達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び受取手形は顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

等のリスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが1ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、運転資金及び設備資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日

後３年であります。このうち一部は金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は借入金の支払金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引で

あります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権については債権管理規程に従い、担当の部門において取引先の状況を定期的に

モニタリングし取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同

様の管理を行なっております。

②市場リスク（金利変動リスク等）の管理

　当社は、借入金の一部について支払金利の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用

しております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、

担当部門が決済担当者の承認を得て行なっております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、担当部門が適時に資金計画表を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流

動性を管理しております。なお、連結子会社においても同様の管理を行なっております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（注．２）参照

連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

（1）現金及び預金 1,812,631 1,812,631 ―

（2）受取手形及び売掛金 710,419 710,419 ―

（3）有価証券及び投資有価証券 148,612 148,612 ―

資 産 計 2,671,663 2,671,663 ―

（1）買 掛 金 158,132 158,132 ―

（2）一年内返済予定長期借入金 350,277 350,277 ―

（3）未払費用 311,357 311,357 ―

（4）長期借入金 578,928 571,737 △7,190

負 債 計 1,398,695 1,391,504 △7,190

（注.１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

　資 産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の

価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。

　負 債

（1）買掛金、（2）一年内返済予定長期借入金、（3）未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

（4）長期借入金

長期借入金の時価は元利金の合計額を、同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価の測定は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注.２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 22,681

合 計 22,681

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（注.３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,741,669 ― ― ―

受取手形及び売掛金 710,419 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満期
　があるもの（債券）

6,462 ― ― ―

合 計 2,458,551 ― ― ―

　

（注.４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

1年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

長期借入金 350,277 485,169 93,759

合 計 350,277 485,169 93,759

　

【賃貸等不動産に関する注記】

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 428円 53銭

(2) １株当たり当期純利益 17円 33銭

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(平成27年３月31日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
千円 千円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2,290,152

1,577,805

7,109

662,694

10,036

10,734

19,861

2,410

△499

1,035,598

457,423

94,087

193

0

9,441

353,701

53,449

47,121

6,328

524,724

154,264

35,610

61,809

74,607

197,096

1,337

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

1,182,578

151,473

163,200

350,277

11,250

6,701

147,604

287,812

8,716

44,654

10,887

1,130,589

578,928

457,584

94,077

負 債 合 計 2,313,168

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

971,554

302,000

250,237

242,000

8,237

421,077

21,479

399,597

395,000

4,597

△1,760

41,027

41,027

純 資 産 合 計 1,012,582

資 産 合 計 3,325,750 負債・純資産合計 3,325,750

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 5,077,178

売 上 原 価 4,316,837

　 売 上 総 利 益 760,341

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 693,895

　 営 業 利 益 66,445

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,146

受 取 配 当 金 4,340

不 動 産 賃 貸 料 収 入 1,438

保 険 返 戻 金 1,876

保 険 金 収 入 2,987

そ の 他 3,381 17,171

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,429

そ の 他 482 15,912

　 経 常 利 益 67,704

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 207 207

　 税 引 前 当 期 純 利 益 67,911

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,125

法 人 税 等 調 整 額 34,920 40,045

　 当 期 純 利 益 27,866

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

その他資本
剰 余 金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平 成 26 年 4 月 1 日 残 高 302,000 242,000 8,237 250,237 21,479 395,000 8,924 425,404

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△17,518 △17,518

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

302,000 242,000 8,237 250,237 21,479 395,000 △8,593 407,886

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

当 期 純 利 益 27,866 27,866

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― 13,191 13,191

平 成 27 年 3 月 31 日 残 高 302,000 242,000 8,237 250,237 21,479 395,000 4,597 421,077

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円 千円

平 成 26 年 4 月 1 日 残 高 △1,760 975,881 25,794 25,794 1,001,676

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△17,518 △17,518

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高

△1,760 958,362 25,794 25,794 984,157

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △14,674 △14,674

当 期 純 利 益 27,866 27,866

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額 （純 額 )

15,232 15,232 15,232

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― 13,191 15,232 15,232 28,424

平 成 27 年 3 月 31 日 残 高 △1,760 971,554 41,027 41,027 1,012,582

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については法人税法の規定す
る方法と同一の基準によっております。

(2)無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法

　
３．引当金の計上基準

(1)貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担分を計上してお
ります。

(3)退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
なお、過去勤務費用については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（６年）による定額法により費用処理しており、
数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（６年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌
期から費用処理しております。

(4)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 特例処理の要件を充たしている金利スワップについて特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 方 針

ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金
金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っており
ます。
金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日におけ
る有効性の評価を省略しております。

(2) 消 費 税 等 の 会 計 処 理 税抜方式によっております。
(3)退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の

未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計
処理の方法と異なっております。
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５．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27
年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適
用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計
算方法を見直し、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に対応する単一年数の債券利回りを基礎とし
て決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平
均割引率へ変更いたしました。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
て、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰
余金に加減しております。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が27,219千円増加し、利益剰余金が17,518千円減少
しております。また、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与え
る影響は軽微であります。
　なお、当事業年度の１株当たり純資産額は５円97銭減少しております。また、この変更による１株
当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

【貸借対照表に関する注記】

(1) 関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 122,313千円

長 期 金 銭 債 権 44,617千円

短 期 金 銭 債 務 2,770千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 291,835千円

(3) 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産 建 物 76,768千円

土 地
借 地 権

326,061千円
47,121千円

　 定 期 預 金 339,853千円

上記に対応する債務 1年内返済予定長期借入金 220,936千円
長 期 借 入 金 350,000千円

【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高 売 上 高 825,049千円
仕 入 高 30,644千円
販売費及び一般管理費 52,732千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

株 主 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 (株) 5,014 ― ― 5,014
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【税効果会計に関する注記】

　(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳
繰延税金資産

　未払事業税 1,665千円

　賞与引当金 14,762千円

　退職給付引当金 148,205千円

　会員権等評価損 4,625千円

　株式評価損 5,004千円

　減損損失 29,976千円

　役員退職慰労引当金 30,387千円

　繰越欠損金 50,225千円
　そ の 他 3,432千円

　繰延税金資産小計 288,285千円

　評価性引当金 △55,927千円

繰延税金資産合計 232,358千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △15,400千円

繰延税金負債合計 △15,400千円

　繰延税金資産の純額 216,957千円
　

　(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始す
る事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見
込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以
降のものについては32.3％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が21,627千円減少し、当
事業年度に計上された法人税等調整額が23,219千円、その他有価証券評価差額金が1,592千円それ
ぞれ増加しております。
　

【関連当事者との取引に関する注記】

　親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

(株)サンシャ
インシティ

(被所有)
直接24.63％

・警備・清掃等
の役務の提供

警備等の
業務請負

823,905 売掛金 122,313

・本社事務所の賃借
・役員の兼任

保証金
の差入

―
差入保
証 金

44,617

　
　取引条件及び取引の決定方針等
(1) 警備等の業務請負については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、決定しておりま

す。
(2) 保証金の差入については、近隣の取引金額を勘案し、決定しております。
(3) 上記金額のうち、取引金額には消費税を含まず、期末残高には消費税を含んでおります。

　
【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 345円 00銭

(2) １株当たり当期純利益 9円 49銭
　
【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月29日 18時08分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

株式会社アール・エス・シー
　 取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 秀 俊 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 居 一 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アール・エス・シーの平
成26年４月1日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社アール・エス・シー及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

株式会社アール・エス・シー
　 取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 秀 俊 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 居 一 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アール・エス・シ
ーの平成26年４月1日から平成27年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第45期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受ける他、取締役等及び会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査計画に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、経営企画部内部監査課、その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業

所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制につい

ては、取締役等及び太陽有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子

会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

(１) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務

の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係

る内部統制については、本監査報告書の作成時点において開示すべき重要な

不備はない旨の報告を取締役等及び太陽有限責任監査法人から受けておりま

す。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(３) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成27年５月14日

株式会社アール・エス・シー 監査役会

常勤監査役 石 山 厚 ㊞

社外監査役 入 沢 和 雄 ㊞

社外監査役 村 上 清 正 ㊞

以 上

以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者
株式会社アール・エス・シー

代表取締役社長 金 井 宏 夫

２．議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

第45期の配当につきましては、当期の業績並びに諸般の状況を考慮いたしまし

て、下記のとおりとさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円とさせていただきたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、14,674,930円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日とさせていただきたいと存じます。

第２号議案　定款一部変更の件
　

１．変更の理由

当社の事業内容の多様化に伴い、現行定款第２条に記載の目的事項を追加する

とともに、号数の繰り下げを行うものであります。

２．変更内容

変更内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総 則

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

　とする。

１.

： （ 省 略 ）

31.

　 （ 新 設 ）

32. 前各号に掲げるものに付随する一切の事業

第１章 総 則

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

　とする。

１.

： （ 現 行 通 り ）

31.

32. 理容美容の経営及び請負業務

33. 前各号に掲げるものに付随する一切の事業
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第３号議案　取締役８名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役全員（９名）は任期満了となりますので、経

営体制の効率化のために１名減員し、取締役８名の選任をお願いするものであり

ます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

千　葉　春　彦
ち ば はる ひこ

（昭和14年２月13日生）

平成４年７月 宇都宮地方検察庁事務局長

7,700株

平成６年４月 最高検察庁総務課長

平成８年４月 名古屋高等検察庁事務局長

平成９年４月 最高検察庁事務局長

平成11年３月 同庁退官

平成11年８月 公証人就任

平成21年４月 当社顧問

平成21年６月 当社代表取締役副会長（現任）

金　井　宏　夫
かな い ひろ お

（昭和28年１月３日生）

平成９年４月 当社総務部長

36,200株

平成11年４月 当社大阪支店長

平成11年６月 当社取締役大阪支店長

平成17年６月 当社取締役業務部長

平成18年５月 当社取締役ビルマネジメント事業部長

平成19年６月 当社常務取締役ビルマネジメント事業部担当

平成23年６月 当社総務部兼関連企業

兼コンプライアンス担当

平成25年１月 当社代表取締役常務取締役

平成25年６月 当社代表取締役社長（現任）

本　橋
もと はし

　 正
ただし

（昭和28年７月１日生）

平成18年４月 (株)サンシャインシティ オフィス事業部長

0株

平成22年６月 同社取締役オフィス事業部長

平成26年４月 同社取締役（現任）

平成26年４月 当社顧問

平成26年６月 当社専務取締役経営企画部担当（現任）

山　崎
やま ざき

　 淳
じゅん

（昭和37年６月21日生）

平成16年７月 当社総務部長

15,900株

平成19年６月 当社取締役総務部長

平成25年５月 (株)アール・エス・シー中部取締役（現任）

日本船舶警備(株)取締役（現任）
平成26年６月 当社常務取締役管理本部長兼総務部長兼関連

企業担当兼コンプライアンス担当（現任）
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氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

太　田　和　孝
おお た かず たか

（昭和38年11月１日生）

平成12年４月 当社総務部長

10,900株

平成16年７月 当社人材サービス事業部長

平成19年６月 当社取締役人材サービス事業部長

平成22年５月 当社ＰＦＩ推進事業部長兼任

平成25年４月 当社名古屋支店長兼任

平成26年６月 当社常務取締役営業本部長兼営業推進部長兼

ＰＦＩ推進事業部長（現任）

土　屋　利　秋
つち や とし あき

（昭和35年６月１日生）

平成14年４月 当社営業部長

9,900株

平成19年６月 当社取締役ビルマネジメント事業部長

平成26年６月 当社常務取締役営業本部副本部長兼ビルマネ

ジメント事業部長兼介護事業部長（現任）
平成27年５月 (株)アール・エス・シー中部取締役（現任）

日本船舶警備(株)取締役（現任）

前　田
まえ だ

　 宏
ひろし

（大正15年10月17日生）

昭和63年３月 検事総長

4,500株

平成２年５月 退官

弁護士登録

平成２年５月 当社取締役相談役（現任）

平成17年６月 日本テレビ放送網(株)社外取締役（現任）

木　村　秀　幸
き むら ひで ゆき

（昭和44年７月10日生）

平成22年６月 当社経営企画部長
1,500株平成26年６月 当社取締役経営企画部長（現任）

(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 前田宏氏は、社外取締役候補者であります。
3. 前田宏氏は、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のため確保することを義務付けてい

る独立役員であります。
4. 社外取締役候補者の選任理由及び独立性について

(1)前田宏氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の経営にいかし
ていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は直
接、企業経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての
職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。なお、同氏の当社社外取締
役就任期間は本年５月をもって25年となります。

(2)前田宏氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産（取締役と
しての報酬を除く。）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありま
せん。

(3)前田宏氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等
以内の親族その他これに準ずるものではありません。

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月29日 18時08分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



第４号議案　監査役３名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役全員（３名）は任期満了となりますので、監

査役３名の選任をお願いするものであります。

また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

石　山
いし やま

　 厚
あつし

（昭和25年２月21日生）

平成13年８月 当社ＢＣ事業部長

6,900株

平成16年７月 当社社長室長

平成18年５月 当社経営企画部長

平成22年６月 当社監査役（現任）

平成23年１月 (株)アール・エス・シー中部監査役（現任）

日本船舶警備(株)監査役（現任）

入　沢　和　雄
いり さわ かず お

（昭和26年９月10日生）

平成10年６月 (株)サンシャインシティ企画室長

0株

平成18年６月 同社取締役企画調査室長

平成19年10月 同社取締役管理部長

平成22年６月 当社監査役（現任）

平成23年６月 (株)サンシャインシティ常務取締役管理部長

（現任）

村　上　清　正
むら かみ きよ まさ

（昭和25年２月28日生）

平成10年４月 富山刑務所長、札幌刑務所長、府中刑務所長

他歴任

2,300株平成21年４月 名古屋矯正管区管区長

平成24年１月 当社顧問

平成24年６月 当社監査役（現任）

(注) 1. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 入沢和雄氏及び村上清正氏は、社外監査役候補者であります。
3. 社外監査役候補者の選任理由及び独立性について

(1)入沢和雄氏につきましては、当社が関連会社となる株式会社サンシャインシティの常務
取締役管理部長として専門的な知識・経験等を持ち、同氏の過去及び現在の活動状況に
照らして当社の業務執行者から独立した立場を有していることから、社外監査役候補者
とするものであります。なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をも
って５年となります。

(2)村上清正氏につきましては、幅広い知識と高い見識をもち、同氏の過去及び現在の活動
状況に照らして当社の業務執行者から独立した立場を有していることから、社外監査役
候補者とするものであります。同氏は直接、企業経営に関与したことはありませんが、
上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し
ております。なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって３年と
なります。

(3)入沢和雄氏及び村上清正氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他
の財産（監査役としての報酬を除く。）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けて
いたこともありません。

(4)入沢和雄氏及び村上清正氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員
の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件

法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠

監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

　堀
ほり

　 伸　幸
のぶ ゆき

（昭和39年８月21日生）
0株平成23年４月 (株)サンシャインシティＳ・Ｃ事業部次長

平成26年４月 同社経理部長（現任）

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 堀伸幸氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 堀伸幸氏につきましては、当社が関連会社となる株式会社サンシャインシティの経理部長

としての専門的な知識・経験等を、当社の監査体制にいかしていただくため、補欠監査役
への選任をお願いするものであります。

第６号議案　退任取締役への退職慰労金贈呈の件

取締役重安宏氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、在任中の労に

報いるために、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈

呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等に関しましては、取締役

会にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

重　安
しげ やす

　 宏
ひろし

平成７年６月 当社取締役

平成12年４月 当社常務取締役社長室

平成15年６月 当社代表取締役社長

平成25年６月 当社代表取締役会長（現任）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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サンシャインシティ
文化会館

サンシャインシティ
直通地下通路

ワールド イン
ポートマートビル

アルパ

公園

至　新大塚 至　飯田橋

トヨタ

アムラックスビル

サ
ン
シ
ャ
イ
ン通

り

サ
ン
シ
ャ
イ
ン

60
通
り

東口

西武百貨店パルコ
池袋駅

ＪＲ(山手線、埼京線、湘南新宿ライン)
東京メトロ(丸ノ内線、有楽町線、副都心線)

東武東上線

西武池袋線

至　新宿ＪＲ線

明治通り

春
日
通
り

首
都
高
速
5

号
線

ライズシティ
池袋

ロッテリア

ビックカメラ

35番出口

公園

東
池
袋
ラ
ン
プ

グ
リ
ー
ン
大
通
り

三井住友銀行

サンシャインシティ

地下道入口

東急ハンズ

サ
ン
シ
ャ
イ
ン

60
ビ
ル

サ
ン
シ
ャ
イ
ン
シ
テ
ィ

プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル

東池袋駅６・７番出口
（東京メトロ有楽町線）

第45回定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

　 サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階

コンファレンスルーム「Room４」

交 通 東京メトロ有楽町線「東池袋」駅６・７番出口より地下

　 通路で徒歩４分

　 ＪＲ、東京メトロ、西武池袋線、東武東上線 「池袋」駅

　 東口（35番出口）より徒歩10分

　（ご照会先）株式会社アール・エス・シー　総務部

　 TEL（03）5952-7211（大代表）
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